






　（ ₁ ）X Petitioner（X Ptr）判決（₁₉5₇年、スコットランド）
　（ ₂ ）Ewan Forbes-Sempill 判決（₁₉₆₈年、スコットランド）
　（ ₃ ）Corbett v Corbett（otherwise Ashley）判決（₁₉₇0年）
₃ 　W v W判決（₂00₁年）
₄ 　欧州人権裁判所判例からジェンダー承認法（₂00₄年）へ
　（ ₁ ）Goodwin v UK事件欧州人権裁判所判決（₂00₂年）
　（ ₂ ）Bellinger事件貴族院判決（₂00₃年）



























₂ ）英国王子Baby Prince George の出生証明（birth certiﬁcate）がDaily Mail紙（₂0₁₃
年 ₈ 月 5 日付）に掲載されているが、そこには＂sex＂を記入する欄がある（http://i.
dailymail.co.uk/i/pix/₂0₁₃/0₈/0₂/article-₂₃₈₃₆₁₆-₁B₁DE0B₁000005DC-₉₈5_₉₆₄x₁000.





























₃ ）P. -L. Chau and J. Herring, “Deﬁning, Assigning and Designing Sex” International 
Journal of Law, Policy and the Family, ₁₆ (₂00₂) p. ₃₄5, and p. ₃₆₁ n. ₁₃0に引用された
Home Ofﬁce (₂000) at para ₃.₆.₃.（筆者は未見）。
₄ ）P. -L. Chau and J. Herring, “Men, Women, People: The Deﬁnition of Sex” in B. 
Brooks-Gordon et. al. ed., SEXUALITY REPOSITIONED: DIVERSITY AND THE LAW (Hart, ₂00₄) 












ターセックス（間性、中間型：intersex）、第 ₃ の性（third sex）、無性（no 
sex）、非典型（atypical sex）、両性具有（hermaphrodite）、半陰陽（pseudo
－hermaphroditism）、性別未確定（性別未定、性別不詳：undetermined 
sex，indeterminate sex）、さらにはDisorders of Sex Development（DSD：
















bett判 決 は 高 等 法 院（High Court）の 検 認・離 婚・海 事 部（Probate, 







₇ ）Chau and Herring, op. cit., n. ₃, pp. ₃₃₂⊖₃.
₈ ）S. Gilmore, “Corbett v Corbett──Once a Man, Always a Man?” in S. Gilmore et 




























































見 解」（平成₂0年 ₃ 月 ₁ 日）（http://jspe.umin.jp/medical/ﬁles/guide₁₁₂0₃5₆5.pdf）（₂0₁₆
年₁₂月₂₂日閲覧）などを参照。

























12）Chau and Herring, op. cit., n. 3, p. 345. 
₁₃）₁₉5₇ SLT (Sh Ct) ₆₁.（筆 者 は 未 見）。本 判 決 に 関 してはもっぱらL. -A. Barnes 
(Macfarlane)，Gender identity and Scottish law: the legal response to transsexuality, 
Edinburgh Law Review (₂00₇) ₁₁ (₂), pp. ₁₆₂⊖₁₈₆ によったが、Webサイトからの 引 用
のため頁数は表記できない（http://www.euppublishing.com/doi/abs₁0.₃₃₆₆/elr.₂00₇.₁₁.
₂.₁₆₂?journalCode=elr）（₂0₁₆年₁₂月₂₆日閲覧）。
₁₄）J. Thomson, FAMILY LAW IN SCOTLAND (₇th ed., Bloomsbury Professional, ₂0₁₄) p. ₄₁
にも本判決への言及がある。
































₁₆）本判決については、S. Gilmore, op. cit., n. ₈, p. ₆0（ただし、Barnes論文、前掲注₁₃）
₁₆₉頁からの引用）。
₁₇）Barnes, op. cit., n. ₁₃.
₁₈）本判決が＂hermaphroditism＂という語を用いているので「両性具有」とした。


























₂0）Lord Hunter, In the Case of Ewan Forbes-Sempill (Judgement ₂₉ December 
₁₉₆₇). 本稿は、S. Gilmore, op. cit., n. ₈, p. ₆₂ and p. ₆0, n. ₇0によった。なお、E. Coke, 
INSTITUTES (₁₈₁₂)  には、「両性具有者」（hermaphrodite）は、優越的（prevaileth）な




























　₁₉5₂年 ₉ 月₁₂日　Aberdeenの 地 元 紙 に、 今 後 は「Dr. Ewan Forbes-
Sempillとして知られることを希望する」旨の広告を掲載。
₂₁）Z. J. Playdon, “The Case of Ewan Forbes” Gender Centre Home Page resources 
Polare 5₇に引用されたEwanの死亡記事による。
₂₂）Ewanの経歴の一部は＂Sir Ewan Forbes, ₁₁th Baronet＂ (Wikipedia)  から、出典［多
くは新聞記事］の明記のある事項を引用した（https://en.wikipedia.org/wiki/Sir_
Ewan_Forbes,₁₁th_Baronet）（₂0₁₆年₁₂月₂₂日閲覧）。































₂5）Playdon, op. cit., n. ₂₁によれば、同条は、正当な理由がある場合には裁判官室におけ
る［非公開］審理による略式裁判（summary trial）を認める。
₂₆）Barnes, op. cit., n. ₁₃（同論文の注₃₉）参照。
₂₇）同訴訟の経過および判決は長らく非公開とされていたが、近年になってスコットラン
ド国立公文書館（National Records of Scotland）で公開されたという（請求番号：CS₂5₈ 
Court of Session: Unextracted Processes, ₄th arrangement/₁₉₃5─₁₉₉₄, CS₂5₈/₁₉₉₁ 
Unextracted Processes, ₄th arrangement─₁₉₉₁/₁₉₉₁）（筆者は未見）。Gilmore, op. cit., 































定遺伝子）と表現型（内外性器等）の関係については、麻生・前掲注 ₉ ） ₁₇₂頁以下な
どを参照。
₂₉）Barnes, op. cit., n. ₁₃によれば、Armstrong教授の証拠はHunter裁判官に受け入れら
れなかった。


































₃₁）前掲注₂₁）に引用されたEwanの死亡記事（The Daily Telegraph, ₁ October ₁₉₉₁） に
よる。 
₃₂）“Isabella, Lady Forbes” (The Telegraph. ₂ March ₂00₂), “Sir Ewan Forbes, ₁₁th 
Baronet”（https://en.wikipedia.org/wiki/Sir_Ewan_Forbes,_₁₁th_Baronet）から引用。
₃₃）前掲注₁₉）に引用したBarnes氏の指摘を参照。










































いて「女」という語（ʻwomanʼ in the context of a marriage）が何を意味す












































































₃₈）Gilmore, op. cit., n. ₈, p. ₆₃ ff.
₃₉）R. Probert, “How Would Corbett v Corbett be Decided Today ?”［₂005］Fam. Law 
₃₈₂. 
40）Gilmore, op. cit., n. 8, p. 72.
₄₁）April Ashley Ofﬁcial Website（http://www.april-ashley.com/）（₂0₁₆ 年₁₂ 月₃₁ 日 閲
覧）。April Ashleyは ₂ 度にわたり自伝を出版し、その後も自らのブログから発信を続
けている。
₄₂）Barnes, op. cit., n. ₁₃.  Armstrong医師は、被告をトランスセクシャルとした証言に
同意しつつも、被告は身体的に正常な男性ではなく、いわゆるインターセックスと見る
べき証拠もあったと証言している（₄₃e）。





























































₄5）W v W判決（Nullity: Gender）［₂00₁］₁ FLR ₃₂₄.  判決中の＜導入＞などの小見出し
は判決自体に付されたもので、［　］内の記述は筆者による要約や注記である。
₄₆）₁₉₇₃年婚姻事件手続法［Matrimonial Causes Act ₁₉₇₃］。以下では₁₉₇₃年法と略す。
₄₇）同性婚を認めた₂0₁₃年婚姻（同性カップル）法（Marriage （Same Sex Couples） Act 
₂0₁₃）によって削除される以前の₁₉₇₃年法₁₁条本文は、「……婚姻は、以下の理由が存
する場合にのみ無効（void）とする」と規定し、無効原因の ₁ つとしてc号で両当事者





























消し得る」（voidable）ものとされることになった。なお、Herring, op. cit., n. ₄₄, p. ₁₄₂
によれば、₁₉₇₃年法 ₁ 条 ₂ 項a号の離婚原因たる＂adultery＂は異性との性行為に限ら


























₄₈）前掲注 ₁ ）、『英米法辞典』5₁頁＂ancillary relief＂の項によれば、離婚訴訟・婚姻無
効訴訟の係属中に出される扶養命令、またはこれらの申立てを認容する判決に付随して
出される扶養料や財産分与命令をいう。現行法における離婚、婚姻無効訴訟等で利用可
能 な 付 随 的 手 続（決 定）については、S. Harris-Short et. al, FAMILY LAW──TEXT, 






















































































































































5₁）S-T v J［₁₉₉₈］₁ AER ₄₃₁.　
























































































5₃）S-T v J［₁₉₉₈］前掲注5₁）, at ₄₄₉D～ Jに引用された  “Law Commission Report on 
Family law Report on Nullity of Marriage” para₃₂）を参照。


























































































































Ormrod裁判官が列挙しながら軽視した第 ₄ 要件（心理的要件）、第 5 要件
（ホルモン要件）も第 ₁ ～ ₃ 要件（生物学的要件）と対等に考慮すべきであ
5₇）Corbett判決、前掲注₃5）, ₄₈j～₄₉a. 

























































































































































₆5）Bellinger事件の控訴院判決は、Bellinger v Bellinger［₂00₁］EWCA Civ. ₁₁₄0. 
₆₆）A. M. Wisniewski, DISORDERS OF SEX DEVELOPMENT──A GUIDE FOR PARENTS AND 
PHYSICIANS (The Johns Hopkins Univ. Pr., ₂0₁₂) p. ₆₂, et al.. 
₆₇）G. Davis, CONTESTING INTERSEX──THE DUBIOUS DIAGNOSIS (New York Univ. Pr., 
₂0₁₄) pp. ₂₄, ₇₈, ₉₁, et al.,  家永、前掲注 ₉ ） も同旨の懸念を共有する。
40
4 　欧州人権裁判所判例からジェンダー承認法（2004年）へ





















































と 判 示 して、トランスセクシャルとインターセックスを 区 別 している
₆₉）Shefﬁeld and Horsham v UK［₁₉₉₈］₂ FLR ₉₂₈.　ちなみにShefﬁeld夫人は、性転
換手術を受けて社会的に女性として生活しているが、イギリス政府から女性としてパス
ポートの交付を受け、運転免許証も取得していることが事実関係の中に示されている。
₇0）I v UK［₂00₂］₂ FLR 5₁₈. 



































きであると 判 示 し、さらに、本 件 は₁₉₉₈ 年 人 権 法（Human Rights Act 
₁₉₉₈）が発効する以前の事案であったにもかかわらず（para50）、₁₉₇₃年法
₁₁条c号は欧州人権条約 ₈ 条および₁₂条に適合していないとして₁₉₉₈年人権










　同法は、₁₈歳に達した者で（ ₁ 条）、性別に違和感を有する者（gender 











（ ₄ 条 ₂ 項）。婚姻当事者
₇₄）₁₉₉₈年人権法 ₄ 条による不適合宣言については、拙稿「未成年者の中絶に関する保健
省通達がヨーロッパ人権条約に違反しないとされた事例」専修大学法学研究所紀要₄₂号
『公法の諸問題Ⅸ』（₂0₁₇年）₂0₁頁以下に引用したM. Partington, INTRODUCTION TO THE 
ENGLISH LEGAL SYSTEM ₂0₁₆-₂0₁₇ (Oxford Univ. Pr., ₂0₁5) pp. ₁₆0⊖₁を参照。







明書に転換される（ 5 条）。身分登録局長官（Register General, RGと略す）


















₇₆）ただし、Marriage (Same Sex Couples) Act ₂0₁₃の成立によって、婚姻中の者も他方
配偶者の同意があれば全面的ジェンダー承認証明書を得ることができるようになり
（GRA ₂00₄, s. ₃（₆A, ₆B））、シビルパートナーも両当事者が同時に新たな性を獲得す
る場合には全面的ジェンダー承認証明書を取得できることになった。
₇₇）Gender Recognition Act ₂00₄ については、J. Herring, op. cit., n. ₄₄, p. ₁0₃ ff.  のほ
か、J. Black et al., ed., A PRACTICAL GUIDE TO FAMILY LAW (₁0th ed., Oxford, ₂0₁5) p. 
₁₃₃ ff.  を参照した。























₇₉）N. Payton, “Comment: Why the UKʼs gender recognition laws desperately need 
updating”, Pink News, ₂0₁5/₇/₂₃（http://www.pinknews.co.uk/₂0₁5/0₇/₂₃/comment　
-why-the-uks-gender-recognition-laws-desperately-need-updating/）はこのことを 批
判する（₂0₁₆年₁₂月₂₂日閲覧）。
₈0）S. Gilmore and L. Glennon, HAYES & WILLIAMS’ FAMILY LAW (5th ed., Oxford, ₂0₁₆) 
p. ₃₃.
₈₁）本稿のうち、W v W判決に関する記述は、第₃0₂回英米家族法判例研究会（₂0₁₇年 ₉
月₁₆日、早稲田大学）において報告した際のレジュメおよび資料に加筆、修正を施した
ものである。また本稿および前稿（前掲注 ₉ ）の内容を要約したものを「『性別』の法
律学──法の世界で「男」と「女」はどのように決まるのか」と題して専修大学法学部
₁₄0回連続講演会（第5₃回、₂0₁₇年 5 月₁₂日、専修大学）において発表した。
